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任意継続被保険者、傷病手当金に係る制度改正について
（令和４年１月）
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１．制度改正の趣旨

令和元年９月に、政府において全世代型社会保障検討会議が設置され、人生100年時代の到来を

見据えながら、お年寄りだけではなく、子供たち、子育て世代、さらには現役世代まで広く安心を支えていくため、

年金、労働、医療、介護、少子化対策など、社会保障全般にわたる持続可能な改革について検討されてき

ました。

そして、「全世代型社会保障改革の方針」（令和２年12月15日閣議決定）が取りまとめられ、現役世代

への給付が少なく、給付は高齢者中心、負担は現役世代が中心というこれまでの社会保障の構造を見直し、

全ての世代で広く安心を支えていく「全世代対応型の社会保障制度」を構築するため、所要の改正を行うこと

とされました。

これを踏まえて、社会保障審議会医療保険部会において、「全ての世代の安心を構築するための給付と負担

の見直し」等について検討され、後期高齢者医療における窓口負担の見直し、不妊治療の保険適用のほ

か、任意継続被保険者制度の見直し、傷病手当金の見直し等の改正を行うこととされました。

１－１．全ての世代の安心を構築するための給付と負担の見直し
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１．制度改正の趣旨
１－２．任意継続被保険者制度と傷病手当金の見直し

傷病手当金の見直し

■ 傷病手当金については、がん治療のために入退院を繰り返す場合等に患者が柔軟に利用できないとの指摘があり、「働き

方改革実行計画」（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）及び「がん対策推進基本計画（第３期）」

（平成30年３月９日閣議決定）では、「治療と仕事の両立等の観点から傷病手当金の支給要件等について検討し、

必要な措置を講ずる」こととされ、治療と仕事の両立の観点から柔軟な所得補償を行うことが可能となるよう、傷病手当金

の支給期間を通算して１年６月を経過した時点まで支給する仕組みとされました。（法第99条第4項関係）

■ 年金給付や労災給付との併給調整事務の効率化の観点から、年金給付との併給調整については、日本年金機構との

情報連携の効率化に努めること、労災給付との調整については、併給調整事務の円滑化に向けた所要の措置を講ずる

とされ、保険者は、労災給付の支給状況につき、必要な資料の提供を求めることができるものとされました。（法第55

条第2項、法第128条第2項関係）

社会保障審議会医療保険部会における任意継続被保険者制度、傷病手当金の見直しの概要と趣旨は
次のとおりです。（令和２年12月23日医療保険部会資料より抜粋）

任意継続被保険者制度の見直し

■ 任意継続被保険者制度は、退職した被保険者が国保に移行することによる給付率の低下の緩和という従来の意義が

一部失われていることから、任意継続被保険者の被保険者期間を「最大２年」から「最大１年」とすることが検討された。

しかしながら、１年経過後の国保加入時に支払う保険料が高くなるケースが一定数発生し、退職後の被保険者の選択

の幅を制限することにつながるため、一律の制限を行わないこととされました。

そのうえで、被保険者の生活実態に応じた加入期間の短縮化を支援する観点から、被保険者の任意脱退を認めること

とするとされました。（法第38条関係）



5

２．任意継続被保険者の任意喪失
２－１．任意喪失の申し出と資格喪失について

任意継続被保険者における資格喪失要件について、任意継続被保険者でなくなることを希望する旨を保険者

に申し出た場合には、その申出が受理された日の属する月の翌月１日にその資格を喪失することが可能となりま

す（法第38条関係）

施行日は、令和４年１月１日です。（申出による資格喪失日は令和４年２月１日が初回）

資格喪失要件

【法改正後】

① 就職など健康保険等の被保険者の資格を取得したとき

② 後期高齢者医療制度の被保険者の資格を取得したとき

③ 保険料を納付期限までに納付しなかったとき

④ 任意継続被保険者となった日から２年を経過したとき

⑤ 亡くなったとき

⑥ 任意継続被保険者でなくなることを希望する旨を申し出たとき
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２．任意継続被保険者の任意喪失
２－２．申請書及び帳票類等の変更について（1/2）

今回の制度改正を踏まえ、以下のとおり資格喪失申出書の様式及び記入の手引きを変更します。

①

②

③

①提出日（投函日）の新設

②申出による資格喪失時の

チェックボックスの新設

③申出による資格喪失時に

記載する資格喪失日につ

いての説明を追加

【資格喪失申出書】 【記入の手引き】
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３．傷病手当金の支給期間の通算化

傷病手当金の支給期間は現行では、『支給を始めた日から起算して１年６月を超えないものとする』とされてい
ます。
法改正後は、『支給を始めた日から通算して１年６月間とする』とされました。（法第99条第4項関係）
施行日は、令和４年１月１日です。

通算化のイメージ

【現行制度】 ⇒ 支給開始日から１年６月を超えない期間まで支給

待期 欠勤

【支給開始日】

出勤

傷手支給

欠勤

傷手支給

暦の上で最長１年６月

【法定満了日】

【法改正後】 ⇒ 支給開始日から通算して１年６月の期間まで支給

支給開始日から
１年６か月以降

不支給

待期 欠勤

【支給開始日】

出勤 欠勤

傷手支給 傷手支給

欠勤

１年６月

支給開始日から
通算して

１年６か月まで
支給

出勤

出勤

欠勤

通算1年６月間

３－１．支給期間の通算化のイメージ

傷手支給



出産育児一時金にかかる制度改正について
（令和４年１月）
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１．出産育児一時金の支給額の改正について

産科医療補償制度に加入されていない医療機関等で出産された場合や妊娠週数22週未満で出産された場

合の出産育児一時金は40.8万円に引き上げられました。施行日は、令和４年１月１日です。（令和3年12

月31日以前の出産の場合はこれまでどおり40.4万円となります。）

支給額

産科医療補 償制度 に 加入の医療機関 等で
妊娠週数 22週以降 に 出産した場合

１児につき42万 円

産科医療補 償制度 に 未加 入 の医療機関 等で
出産した場合

1児につき40.8万 円
（令 和3年 12月 31日以前 の出産の場 合は これ ま
でどおり40.4万 円）

産科医療補 償制度 に 加入の医療機関 等で
妊娠週数 22週未満で出 産し た場合

1児につき40.8万 円
（令 和3年 12月 31日以前 の出産の場 合は これ ま
でどおり40.4万 円）


